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景気動向指数（2022 年 9 月）  
 ～持ち直し傾向持続も、先行きは海外経済の減速が懸念材料～ 
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内閣府から公表された 2022 年９月の景気

動向指数では、ＣＩ一致指数が前月差▲0.7

ポイントとなった。内訳では、有効求人倍率

がプラス寄与となった一方、投資財出荷指数

や鉱工業生産指数など生産・出荷関連系列が

押し下げ要因となっている。 

ＣＩ一致指数は４ヶ月ぶりの低下となった

が、６月の前月差＋3.3 ポイント、７月の同

＋0.9 ポイント、８月の同＋1.7 ポイントと

いう速いペースでの回復からの反動の面が大

きい。７-９月期平均でみても前期差＋3.6 ポ

イントとはっきり上昇しており、均してみれ

ば持ち直しの動きが続いている。また、３ヶ

月移動平均前月差も＋0.63 とプラス圏にあり、

内閣府によるＣＩ一致指数の基調判断も８ヶ

月連続で「改善」となっている。 

このように足元で持ち直しの動きとなっているＣＩ一致指数だが、先行きについては懸念が大きく、

楽観できる状況ではない。ＣＩ一致指数と連動する傾向のある鉱工業生産指数は７-９月期に前期比＋

5.9％と、中国のロックダウン解除や内外の設備投資需要の拡大を背景に明確な持ち直しとなった一方、

製造工業生産予測指数における経済産業省の補正試算値で 10 月に前月比▲3.7％と大幅な低下が見込

まれるなど、先行きの生産計画は下振れ含みとなっている。 

こうした弱い生産計画は、海外経済の下振れ懸念を反映している可能性がある。高インフレや急ピ

ッチでの利上げが今後景気の下押しとなることは不可避であり、欧米を中心に世界経済はこの先減速

感が強まる可能性が高い。日本の主力輸出品であるＩＴ関連財において世界的に調整圧力が強まって

いることもあり、この先輸出には相応の下押し圧力が加わることになる。鉱工業生産も 10-12 月期は

前期比でマイナスに転じる可能性が高く、ＣＩ一致指数もいったん足踏みとなるだろう。外需と比較

すれば内需は相対的に底堅く推移するとみられることから、景気後退局面入りは避けられると予想し

ているが、先行きの景気については慎重に見ておく必要があると考える。 

 

（出所）内閣府「景気動向指数」
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